
令和２年度 決算報告
～第２期総合戦略に基づく取り組みと新型コロナウイルス感染症への対応～

　「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」の初年度として、「若者・子育て世代にとって『選ばれるまち』『住
み続けたいまち』の実現」に向けた取り組みや、第６次総合計画に掲げる「暮らし」「産業」「交流」の三つの重
点戦略に基づく施策を実施しました。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、感染症拡大防止対策の徹底を図るとともに、市民生
活や市内経済を下支えするため、給付金の支給や事業活動継続のための支援事業を実施したほか、昭和61年以来
の大雪災害に伴い、過去最大となる除雪費を措置し、除排雪作業を実施した結果、一般会計の決算規模は、歳入
が約1,235億円、歳出が約1,187億円となりました。

■問合せ…財政課（☎025-526-5111、内線1302）
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地方消費税交付金など
62億7,757万円

市税
309億7,717万円

諸収入
46億6,475万円

財産収入
5億3,931万円

繰入金など
40億2,556万円

使用料及び手数料
16億3,419万円

市債
87億6,256万円

地方交付税
215億2,999万円

国庫支出金
339億4,072万円

県支出金
67億8,045万円

繰越金
44億606万円

議会費など
10億4,376万円
【5,514円】

労働費（雇用対策に）
1億8,900万円
【999円】

消防費（防災や消防に）
29億716万円
【1万5,359円】

農林水産業費（農林水産業の振興に）
45億8,258万円
【2万4,210円】
商工費（商工業の振興に）
61億2,791万円
【3万2,375円】

土木費
（道路や橋の維持・整備に）
130億7,457万円
【6万9,075円】

民生費
（福祉や子育て支援に）
278億838万円
【14万6,915円】公債費

（借入金の返済に）
143億9,168万円
【7万6,033円】

教育費
（学校整備や教育振興に）
97億6,205万円
【5万1,574円】

衛生費
（ごみ処理や市民の健康増進に）
66億304万円
【3万4,885円】

総務費
（行政の運営に）
322億3,074万円
【17万279円】

■入湯税（鉱泉浴場の入場客に課税）

■都市計画税
　（市街化区域の土地や建物に課税）

地方債償還
9億3,669万円

環境衛生施設の整備
1,454万円

観光施設
の整備
61万円

消防施設等の整備
16万円

観光の振興
（施設の整備を除く）
40万円

公園事業
1,853万円

下水道
事業
9,869万円

市街地開発事業
2,681万円

目的税の使い道
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入湯税
1,571万円

都市計画税
10億8,072万円

歳出総額
1,187億2,088万円
【62万7,217円】

歳入総額
1,235億3,832万円

※地方交付税は依存財源に分類されますが、使途の特定
　されない一般財源としての側面を持っています。

歳入

歳出

※表記単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳が一致しない場合があります。

一般会計

自主財源
462億4,704万円

依存財源
772億9,129万円
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特別会計 　特別会計は、市が特定の事業を行う場合、その事業で得られる収入を財源と
して支出するため、一般会計とは別に経理を行う会計です。

企業会計 　企業会計は、地方公営企業法の適用を受けて経営している会計です。資本的
収入額が資本的支出額に対して不足する額は、内部留保資金などで補填しました。

会　計　名 歳入総額 歳出総額
国 民 健 康 保 険 172億9,412万円 171億5,253万円
診 療 所 4億 517万円 4億 517万円
介 護 保 険 235億9,438万円 232億6,894万円

会　計　名 収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出
ガ ス 事 業 60億6,884万円 58億7,710万円 3億7,463万円 18億 317万円
水 道 事 業 67億4,442万円 54億4,222万円 10億7,954万円 40億5,292万円
工 業 用 水 道 事 業 1,706万円 1,265万円 0円 177万円
病 院 事 業 24億9,560万円 27億 599万円 2億3,855万円 2億9,402万円
下 水 道 事 業 106億3,712万円 97億5,123万円 96億2,887万円 121億4,283万円

会　計　名 歳入総額 歳出総額
地 球 環 境 1,787万円 1,787万円
後 期 高 齢 者 医 療 22億4,204万円 22億3,866万円
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 上越市の財政状況 
普通会計

健全化判断比率等

実質公債費比率 将来負担比率

市の財産

歳 入 総 額 1,224億5,067万円
歳 出 総 額 1,176億3,322万円
差 引 48億1,745万円
実 質 収 支 43億4,729万円
単 年 度 収 支 5億3,596万円
実 質 単 年 度 収 支 7億4,861万円

　普通会計とは、地方公共団体間で異なる会計範囲
を統一的な基準で整理し、比較できるように組み直
したものです。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率など�
は、全ての比率が警戒ラインとなる早期健全化基準を下回りました。

説　明 当市の比率 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 一般会計などを対象にした実質赤字の標準財政
規模に対する比率 - 11.25% 20.00%

連結実質赤字比率 全ての会計を対象にした実質赤字（または資金
不足額）の標準財政規模に対する比率 - 16.25% 30.00%

実質公債費比率 一般会計などが負担する元利償還金および準元利
償還金の標準財政規模を基本にした額に対する比率 11.3% 25.0% 35.0%

将 来 負 担 比 率 一般会計などが将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模を基本にした額に対する比率 80.5% 350.0% -

資 金 不 足 比 率 公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対
する比率 - 経営健全化基準　20.0%

　借入金返済に対する財政負担の健全度を判断する
もので、前年度から0.5ポイント低下し、11.3％と
なりました。

　一般会計などが将来負担しなければならない負債が、
標準財政規模に対して、どの程度あるのかを示すもので、
前年度から11.0ポイント低下し、80.5％となりました。

市の保有財産（一般会計）は、次のとおりです。
土 地 2,094万6,933㎡
建 物（ 延 面 積 ） 109万1,364㎡
有 価 証 券 17億3,988万円
出 資 金 8億8,573万円
債 権 12億 780万円
基金（財政調整基金） 88億3,252万円
基金（財政調整基金以外） 79億1,157万円
※�基金とは地方公共団体の貯金のことで、このうち財政調
整基金は、災害などの不測の事態に備えるほか、借入金
の返済や収支不足の補填のために積み立てておくものです。
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